
( 現在 )

（単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

　流動資産 　流動負債

現金及び預金 営業未払金

預け金 未払金

営業未収入金 未払法人税等

未収入金 未払消費税等

前払費用 未払費用

前払賃貸費用 預り金

営業立替金 営業前受金
その他の流動資産 賞与引当金
貸倒引当金

　固定資産 　固定負債

有形固定資産 預り保証金

退職給付引当金
建物
構築物
器具備品
土地

無形固定資産

借地権 （純資産の部）

電話加入権 　株主資本

商標権

ソフトウェア 資本金

資本剰余金

投資その他の資産

　資本準備金

投資有価証券 　その他資本剰余金

長期前払費用

前払年金費用 利益剰余金

差入保証金

繰延税金資産

その他の投資等 　利益準備金

　その他利益剰余金

繰越利益剰余金

[注]　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

111,982

7,602

88,225

4,454,434

414,757

負債及び純資産合計

860,757

30,000

365,960

16,000

316,000

3,226,620

100,000

260,166

10,116,005

731
444,757

資産合計

純資産合計

33,526

10,116,005

1,474,558

6,699

24,984

852,800 2,446,697

645,892

414,757

2,899,609

300,000

1,549 205,468

6,399
284,505

675,907
3,008,249

87,729

▲ 800
506,9311,183

105,512

　貸　　借　　対　　照　　表　

金 額 科 目 金 額

206

9,255,247

860,757

375,014

0
8,847

負債合計

科 目

24,764

5,661,570 5,333,991

3,233,377 620,696
1,819,829

406,787 7,468

2025 年 3 月 31 日

3,921,255
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） 有形固定資産の減価償却の方法は定率法、賃貸用ビルについては定額法を採
用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年4月1日以降取得した建物附属設備については定額法を採
用しております。
　また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法によっております。

無形固定資産（リース資産を除く） 無形固定資産の償却方法は定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用して
おります。

長期前払費用 長期前払費用については定額法を採用しております。

2. 引当金の計上基準
貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度
負担分を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（7年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしております。
　なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理
計算上差異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その
他の資産の「前払年金費用」として計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を
計上しております。
ただし、当社においては2014年6月に役員退職慰労金制度を廃止したため、
2014年7月以降については追加計上しておりません。

3. 収益及び費用の計上基準
当社は売買仲介事業を主力事業としており、当社が顧客との契約に基づく義務を履行した時点（所有権移転時点）で
収益を認識しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
控除対象外消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。

（当期純利益）
当期純利益 94,391千円

　個　　別　　注　　記　　表
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